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1（2023年6月11日版）

国内最大規模（東京ドームの５８個分） 脱炭素・水素社会実現へ世界と戦う“チーム福岡”

再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議「水素基本戦略」（2023年6月6日）：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/saisei_energy/index.html
佐々木一成、日本経済新聞「経済教室」（2023年5月30日）：https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCD186U00Y3A510C2000000/



自己紹介
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1983年 聖光学院高等学校（横浜）卒業
1987年 東京工業大学工学部無機材料工学科卒業
1989年 東京工業大学大学院理工学研究科原子核工学専攻修士課程修了
1993年 スイス連邦工科大学チューリッヒ校（ETH）工学博士号取得
1995年 ドイツ・マックスプランク固体研究所招聘客員研究員（在欧計10年）
1999年 九州大学大学院総合理工学研究科・助教授
2005年 工学研究院（機械系）・教授（40歳～）
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現在、水素エネルギー国際研究センター長（42歳～）、次世代燃料電池産学連携研究センター長（46歳～）、
カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所主任研究者（初代副所長）。主に、固体酸化物形および固体高

分子形燃料電池の材料・プロセス研究などに従事し、多くの水素関連企業などとの産学官地域連携を進め、
「九大水素プロジェクト」を牽引。日本機械学会フェロー、日本セラミックス協会フェロー。
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●文部科学省科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会臨時委員、環境エネルギー科学技術委員会
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日本：鉱物性燃料輸入：年約２０⇒３３兆円に高騰
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●日本は自動車や機械等の輸出で稼ぎ、エネルギー代金を支払い
●高騰するエネルギー代金は海外へ流出（＝国富の流出）

出典：内閣府「今週の指標No.1290」（2022年11月14日）https://www5.cao.go.jp/keizai3/shihyo/2022/1114/1290.pdf



エネルギーのメガトレンド：脱炭素へ 4

炭素：水素＝石炭（固体） 石油（液体） 天然ガス（気体） 水素（気体）
１：０ １：２ １：４ １：

石炭・製鉄
の地に

九州帝国
大学創立
（1911年）

半世紀前（1969年）にLNG輸入開始 サプライチェーン構築開始

出典：経済産業省HP（第6回 産業構造審議会 製造産業分科会資料に加筆） https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/pdf/006_03_00.pdf



方向性：脱炭素イノベーションと「水素」（2018年）
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（エネルギー情勢懇談会、2018年、経済産業省HP http://www.enecho.meti.go.jp/committee/studygroup/ene_situation/007/pdf/007_008.pdf)

社会全体の脱炭素化へ：電化＋水素化



政策：「水素」がカギ（革新的環境イノベーション戦略、2020年1月策定）
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政府の司令塔：
ｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略推進会議

「国内再エネ利用拡大（左上）」「海外からの再エネ大量輸入（右上）」「回収CO2の燃料化（右下）」
に「水素」が不可欠： 脱炭素社会の電力＋燃料＋原料をまかなう化学的なエネルギー媒体

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tougou-innovation/pdf/kankyousenryaku2020.pdf



全体像：カーボンニュートラル（グリーンイノベーション戦略推進会議、2020年11月）
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電力と非電力（燃料＋原料）の両方の脱炭素化が必要

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/green_innovation/pdf/gi_003_04_00.pdf
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電化+水素化+CO2回収（グリーン成長戦略改訂版、2021年6月）

水素（キャリア）：脱炭素電源の1%（2030年）、10％（2050年）、需要増（2030年：30→300万トン、
2050年：水素2000万トン/年＝熱量換算でLNG5000万トン/年に相当（LNG現輸入量は7500万トン/年）

（ポテンシャル：商用車600万トン、水素発電500～1000万トン、水素製鉄700万トンなど）
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https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005.html
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熱エネルギー変換（燃焼）
（化学エネルギー⇒熱⇒運動⇒電気）

ガソリンエンジン
（Otto cycle, 1876）
【実運転で十数％、
最近は効率アップ、
水素エンジンも】

蒸気タービン【ガスタービン、複合発電、
水素タービンへ】（Rankin cycle, 1854）

ニューコメンの熱機関
(Newcomen, 1712)
【当時の効率約1％】

（日本機械学会編「熱力学」より引用）

内燃機関（集中型）：量的なCO2排出減

水素：使って出るのは水だけ（炭素循環⇒水素循環）！
燃料電池：“燃やさない”直接変換で高効率発電！

電気化学エネルギー変換
（化学エネルギー⇒電気）

業務産業用・発電用燃料電池
（三菱日立パワーシステムズ製、九大伊都設置）

【将来、天然ガスで発電効率約70％へ】

エネファーム
（九大伊都に7台設置）

【家庭で発電効率50%
総合効率約90％超】

燃料電池車
（トヨタ製、九大所有、
世界初の大学公用車）

【車両効率約65％】

燃料
電池

水素
を介して

燃やさず
に発電！

燃料電池（分散型）：質的なCO2排出減



法律：“エネルギーの定義”の改正
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e-GOV法令検索 https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=354AC0000000049_20230401_504AC0000000046

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等
に関する法律（昭和五十四年法律第四十九号）
施行日：令和五年四月一日 （令和四年法律第四十六号による改正）
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燃
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参議院インターネット中継 https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php

「水素」をエネルギーの一形態として法律上、初めて定義。「非化石エネルギー」のうちの「非化石燃料」の一種。



経済：水素価格と用途拡大（輸送⇒発電⇒化学⇒製鉄）
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水素価格低下に伴い用途拡大。環境価値もマネタイズして回収（カーボンプライシング等）

（佐々木一成、日本経済新聞「経済教室」2023年5月30日、政府の各種資料のパリティ価格などを参考に作成）

★水素乗用車 【vs.ガソリン】約100円/Nm3

★水素商用車 【vs.軽油】約50円/Nm3

★水素発電 【vs.天然ガス 】約15～30円/Nm3 

★化学工業 【vs.天然ガス】約18円/Nm3

★水素還元製鉄 【vs.石炭】約8円/Nm3

水
素
の
価
格

市場規模

30円/Nm3＠2030年政府目標

20円/Nm3＠政府将来目標

約100円/Nm3現状（人件費や投資を除く）
水素政策小委員会（値差支援などの制度設計中）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/index.html



供給：水素キャリア（液化水素、有機ハイドライド、アンモニア、メタン）
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（第25回水素・燃料電池戦略協議会、2021年3月）

各水素キャリアのメリットと課題を踏まえて、並行して技術開発を進め、適材適所で利活用

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/pdf/025_01_00.pdf

産業用ガス
会社！

石油会社！ 電力会社！ ガス会社！

水素を極低
温（20K）で
液化して船
等で運搬

トルエンに水素を化合
させたメチルシクロヘ
キサン（MCH）をケミ
カルタンカーで運搬

石炭火力発電所の排ガ
ス浄化で使っているア
ンモニア（NH3）を燃料

として使用

CO2フリー水素と回収
CO2からのCNメタンを
作って、既存の都市ガス

インフラ活用



海外からの水素の輸入に向けて（例）：川崎重工業
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（完成前の風景（2019年8月27日））

川崎重工業ホームぺージ：https://www.khi.co.jp/hydrogen/

岸田総理の水素運搬実証式典出席（2022年4月9日）（出典：首相官邸HP）



投資：CN・GXへの400兆円規模の官民投資（経団連）
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日本経済連合会HP「グリーントランスフォーメーション（GX）に向けて」2022年5月17日、https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/043.html

数十年前：総括原価方式で投資コストを料金に転嫁⇒現在（自由化後）：投資を引き出す政策が不可欠



世界：水素に係る海外動向（世界各国が投資急拡大）
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産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会資料（2023年2月13日）資料：
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/energy_structure/pdf/014_04_00.pdf

各国が「水素」を成長産業に位置づけ、民の投資を引き出す官の投資競争が世界的に激化



経済産業省 水素政策小委員会資料（2022年4月27日）に加筆 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/003_02_00.pdf
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多様な作り方・使い方あり／「公的な初期投資や債務保証⇒金融機関などの出資や融資⇒民間の本格投資」へ



17
水素政策小委員会（2023年1月4日）中間整理：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/20230104_report.html
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18
水素政策小委員会（2023年1月4日）中間整理：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/20230104_report.html
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「水素基本戦略」改定（2023年6月6日、再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議）
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再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議（2023年6月6日）：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/saisei_energy/index.html

技術で勝ってビジネスでも勝つ／日本の強みで世界市場獲得／脱炭素＋エネルギー安定供給＋経済成長の一石三鳥



地域：脱炭素化への水素の貢献（九州の例） 20

九州：CO2フリー電源比率５８％＠２０１９
（政府の２０３０年新目標をすでに達成済！）

（図の出典：九州電力ホームページ
http://www.kyuden.co.jp/rate_adj_power_composition_co2.html）

九州電力の２０１９年度の電源構成（実績）

（再エネ：２３％＋原子力３５％＝５８％）

脱炭素へ（58％⇒100％） 脱炭素地域の実現に向けて
（九州の例）

●九州は脱炭素化を国内最速で実現できる
ポテンシャルあり！「水素」は脱炭素化を可能
にする戦略的なエネルギー媒体（脱炭素燃料）

★「電力」の脱炭素化は再エネ＋原子力＋水
素発電で可能！（アンモニア⇒石炭火力、
水素⇒天然ガス火力、余剰再エネは水素へ）

★「非電力」の脱炭素化は再エネ余剰電力や
海外からのCO2フリー水素で！（モビリティ・
熱・原料・半導体製造への供給）

●今後増える再エネグリーン電力を企業誘致
の強みに！（地域の電力の半分超は、すでに
カーボンニュートラル）

●電化と水素化のグリーン投資を地域へ、
カーボンニュートラルを国際金融都市の目玉、
脱炭素イノベーションの好循環へ

●そのための「シンクタンク」が九大！

アンモニア
（NH3）で
脱炭素化

水素
（H2）で
脱炭素化



大学：社会に多様な価値を提供！九大水素拠点の例 21

エネルギー研究教育機構（総長が機構長。オール九大で今世紀後半のエネルギー社会を提案）

水素タウン
（世界最大規模、150台の
燃料電池が集中設置）

（稲盛フロンティア
研究センター）
（世のため、人のための

未来科学研究⇒プログラムへ）

水素エネルギー
システム専攻
（世界初。工学府に
平成２２年度新設）

次世代エネルギー
実証施設
（大学発技術を

キャンパス内で実証）

水素ハイウェイ
（九大水素キャンパスから、

全国へ展開）

カーボンニュートラル・
エネルギー国際研究所

（英語が公用語の
世界トップレベル国際研究所）

技術
実証

人材
育成

未来科学 国際連携

社会実装
センターオブイノベーション
（社会実装のためのイノベーション拠点）

産学官地域連携：基礎基盤研究から産学共創、そして本格普及へ

産学連携

水素エネルギー
国際研究センター

（水素・燃料電池インキュべーター）

水素材料
先端科学研究センター

（水素に触れる材料に関する集中研）

水素エネ

基盤研究

次世代燃料電池
産学連携研究センター
（次世代燃料電池の世界初の
本格的な産学連携集中研）

（公財）水素エネルギー
製品研究試験センター（福岡県）
（伊都近郊に立地。産業化を支援）

燃料電池



研究（例）：不可能を可能にするチャレンジ（九大佐々木）

【2030年以降のFCV用
燃料電池の創製】

2030年やその先の産業界目標を達成する
「タフな燃料電池」を創製し、乗用車のみなら
ず、更なる高耐久化が欠かせない商用車（ト
ラック、バス、船舶、列車）などへの用途拡大
と本格普及につなげる。（NEDO事業実施中）

【電気も水素も作れる
可逆セルの創製】

オリジナルの電極材料で、水蒸気電解での水
素製造と高効率燃料電池発電が両方でき、
再エネ変動も調整。（MITとのNEDO国際事業
実施中）

燃料電池発電水素製造（電解）

可逆に
作動！

22

給電 給電＋蓄エネ

電池 乾電池（一次電池） 蓄電池（二次電池）

燃料
電池

（通常の）燃料電池
可逆セル

（“二次燃料電池”）

●「不可能を可能にするチャレンジ」ができるのが大学！
●最先端研究に博士課程生も参画（給与相当額も支給）
●本学の特許を使わないと製品が作れないような強力な
基本特許群の国内外での構築が目標！



大学：「水素キャンパス」＠九大伊都キャンパス
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水素社会
ショールーム

水素・燃料電池
実証サイト（各種
エネファーム
設置）

燃料電池足湯
（エネファーム
給湯）

太陽電池
パネル

（再エネ水素
製造用）

水素ステーション
（２００５年設置）

風力発電機
（再エネ水素
製造用）FCV駐車場

（MIRAI, Clarity）

水素エネルギー
国際研究センター
（HY30棟）

「見える化サイト」

ディスプレー（電気＋ガス
＋水素の使用量）

世界最大規模の
水素エネルギ－
常設ショーケ－ス！

未来の「水素社会」を延べ５万人超が視察・見学⇒環境大臣表彰（2019年12月）

伊都キャンパス＝１０年後、２０年後の未来社会が見える
「タイムマシン」！学生は日々未来を夢見て勉強して社会へ！

●九大水素モーター
ショー開催（21/3/19）

●水素自動車（FCV）

●定置用燃料電池



社会にとって「水素」とは？（脱炭素社会を回せる燃料！）
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【エネルギー・環境へのメリット】
●エネルギーを無駄なく使える社会へ
●消費者がエネルギーを選べる時代へ
●原油（中東、国際政治）に過度に依存しない社会へ
●排気ガスがない社会へ
●炭素循環社会から水素循環社会へ
【経済・社会へのメリット】
●貿易赤字要因（エネルギー輸入代金）の削減へ
●集中型から分散型の社会へ
●地産地消の社会へ
●個人や地域が自立した社会へ
【課題・リスク】
●更なる低コスト化
●長期にわたる技術開発と普及戦略
●社会受容性

佐々木一成、日本経済新聞「経済教室」2015年4月20日
Kazunari Sasaki, Nikkei Asian Review, pp. 60-61, May 18-24, 2015

「水素政策小委員会・アンモニア等
脱炭素燃料政策小委員会合同会議」
●第１回 22年3月29日 ●第５回 11月16日
●第２回 4月18日 ●第６回 12月13日
●第３回 4月27日 ●第７回 23年 5月17日
●第４回 10月 7日（会議は生中継・録画）

●法改正：非化石エネルギーへ位置付け！
●日本：水素は、輸入と国産の両方が
可能！＝エネルギー安全保障に貢献！
●世界：水素は再エネを世界商品に！
●本格普及には官民の長期投資が不可欠


